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Haruhito Takeda

現代日本経済史2004爆殺事件現場
田中内閣

浜口内閣

武田晴人「帝国主義と民本主義」p.286，242，288より

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「張作霖爆殺現場」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「田中内閣幕僚」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「浜口雄幸内閣」

の写真を省略させていただきます。
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浜口内閣の金解禁政策
1929年7月2日、民政党総裁浜口雄幸を首相とする新内閣

 が成立した。田中外交によって傷ついた日本の国際的な信
 認を回復しつつ、財政・経済を立て直すことがその課題で

 あった。外相には幣原喜重郎、大蔵大臣には井上準之助を
 迎えた新内閣の布陣は、浜口内閣の政策の刷新への意欲

 を示していた。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
井上準之助大蔵大臣

浜口雄幸首相

幣原喜重郎外務大臣

浜口首相：ウィキペディアより／幣原喜重郎：外務省資料館

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「井上準之助」

の写真を省略させていただきます。
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浜口内閣の金解禁政策
成立した浜口内閣は、7月9日の閣議でその政策を10項目

 にまとめ公表した。それは、
①政治の公明、②民心の作興、③綱起革正、
④対支親善、⑤軍縮促進、
⑥整理緊縮、⑦非募債と減債、⑧金解禁断行、
⑨社会政策の確立、⑩教育の更新

の10項目であった。
最初の３つは政治改革に関連する精神的なスローガンを含

 むもので、
その次の２つが外交方針であった。この外交面では、「軽々

 しく兵を動かすはもとより国威を発揚する所以にあらず」と田
 中外交を批判し、満蒙の特殊権益を「共存共栄」や「協調」と
 いう対応のなかで守ろうとしていた。

整理緊縮からの３つが経済政策で、緊縮政策を基本として
 金解禁を行うのが「財界を安定しその発展を致す唯一無二
 の方途」と主張していた。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda



金解禁政策の背景

国際的な再建金本位
 制への流れ

「外債借り換え問題」

金融恐慌後の金融界
 の再編成

→金利低下、

投資の部分的拡大

財政剰余金の涸渇

→均衡財政の必要

現代日本経済史2004

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」

 

p.115-116

‡
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‡

武田晴人「恐慌」、1920年代研究会編「一九二〇年代の日本資本主義」



金融恐慌後、それまでの電
 力に変わり製造業の一部

 で設備投資が拡大し、29年
 には政府の引き締め政策

 にもかかわらず、投資は対
 前年比高い伸びを示す。

他方、正貨は政府保有分を
 中心に急減している。これ

 は財政剰余金の涸渇と対
 応する。

つまり、正貨準備が不足す
 ると同時に、財政面での拡
 張の余地も失われていた。

現代日本経済史2004
‡

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」

 

p.115-116
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租税等 専売益金 官業収入 公債収入 前年度繰越金

一般会計歳入内訳
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井上蔵相の「金解禁政策」の説明

今日は不景気であります。同じ不景気なるも、先の見え
 たる不景気であるならば差支へないのでありまするが、
 今日の如く先の見えざる不景気は、最も怖るべきであり
 まして、今にして適当なる方策を講ずるに非ざれば、我
 経済界は永遠の発展をなすこと能はざるに至るのであり

 ませう。

卑近なる例ではありますが、今日は、大なる道路の中途
 にある急な坂に逢着したと同様であります。従来は右に
 廻りては行詰り、左に転じては迷路に入って居たのであ
 ります。坂を登り切れば経済界の前途を見通すことの出
 来るのは明であります。

人は伸びんとすれば先づ縮む。今日の節約緊縮は将来
 の為であって、節約の結果は手に残り、将来の発展の基
 となるのであります。
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管理減俸令の内容

親任官 首相

 

12000円→9600円
各省大臣

 

8000円→7000円
その他の親任官および勅任官

20%減

12.5%減

12~14%減

奏任官 本棒年額

 

年額1200円以上

月額

 

100円以上
5.8~11%減

判任官 本棒月額100円以上

本棒月額115円

特別棒

100円→95円
115円→108円
135円→126円
160円→147円
200円→180円
98円・99円→95円

5%減

6.1%減

6.7%減

8.1％減

『井上準之助伝』より作成

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「節約ビラ」

の写真を省略させていただきます。

図版：北沢楽天画
解説文：武田晴人「帝国主義と民本主義」p.298
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政策体系の整合性

金解禁は浜口内閣の政策の一枚看板であったが、それ
 は同時にかかげられた他の経済政策方針と緊密に関連。

①政治の公明、②民心の作興、③綱起革正、

④対支親善、⑤軍縮促進、

⑥整理緊縮、⑦非募債と減債、⑧金解禁断行、

⑨社会政策の確立、⑩教育の更新

金解禁によって金本位制に復帰するためには、１割ほど
 安くなっている円為替レートを平価の水準にまで回復さ

 せなければならないが、そのためには国内物価水準の
 引下げが必要だった。

通貨の膨張により物価の割高、円安が生じていたのを、
 通貨を収縮させ円高に誘導する必要があった。
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政策体系の整合性

そのためには、行財政の整理・緊縮が必要であった。

⑥整理緊縮、⑦非募債と減債

経費の節減が求められたが、なかでも効果が大きいの
 は軍事費の削減であった。ロンドンで開催が予定されて
 いる軍縮会議で海軍軍縮に応じれば、財政の圧縮にも

 効果が大きい。欧米との協調を維持し、中国での軍事行
 動を慎んで「対支親善」を推進する方が、軍縮には望まし
 い。

④対支親善、⑤軍縮促進、

しかし、このやり方では、円高・物価の下落によって「不
 景気」がくる。そのため社会政策を充実させるなど、不況

 到来への備えも必要だと考えられていた。
⑨社会政策の確立、
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産業合理化の推進

10大政綱発表の４カ月後の29年11月半ばに、

浜口内閣は、金解禁断行をひかえて具体的に着手す
 べき政策として、①産業の合理化、②産業振興、③
 能率増進、などがとりあげられたことも重要。

不況に対処して、産業企業の合理化・生産性の上昇
 を促すことが考慮されていた。

このように、浜口内閣の政策は、金本位制への復帰
 という目標にむかって、それなりに合理的で体系的
 な配慮がとられていたのであった。



金解禁政策のねらい
1920年代の構造
恐慌の救済

関東大震災

通貨

 膨張

正貨流出為替水準の低位物価高

輸入増加競争力欠如合理化不徹底

金解禁政策のねらい

財政緊縮 通貨収縮 物価下落 為替回復 金解禁

産業合理化ロンドン軍縮 国際競争力回復

経済体質改善

社会政策の展開 失業の増加 貿易収支改善
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金解禁の実施
浜口内閣は、金解禁の実現の

 ために、着実に手を打っていっ
 た。

①まず実行中の29年度予算に
 ついても削減に着手して財政

 の緊縮に努める一方で、

②解禁時の正貨流出に備えて
 英米の銀行団とのクレジットの
 設定成功

‡



その結果、円レートは
内閣成立時に100円が45

 ドル前後
から11月には48ドルまで

 回復、
物価も10％近く低落して、

金解禁の準備は順調に
 進んだ。

順調といっても、経済活
 動を沈滞化させていたが、

 それは予想された事態。 株価

生糸

米

綿糸

物価平均

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」東京大学出版、

 

p.167

‡
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金解禁の実施

29年11月21日、政府は第一次大戦中に制定し
 た３つの大蔵省令の廃止を公布し、30年1月11日
 に実施と発表した。

この３つの省令とは、金・銀の貨幣や地金、製品の輸
 出を禁止する省令であり、金本位制への復帰はこの

 省令の廃止により金銀の輸出が解禁されることで実
 現した。

金解禁断行を公表するにあたり、政府は首相、
 蔵相の声明書を発表し、金解禁の必要性を再度

 訴えた。政府は、動揺のつづく日本経済の脆さを、
 貿易収支の赤字に表現される産業の国際競争

 力の不足に求め、その改善のためには、金解禁
 を通して産業の合理化を実現することが必要だ

 と考えていた。
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11月23日の新聞は、浜口内閣のこの政策が
 ニューヨークやロンドンで好感をもって受けとめら

 れていると報じた。金本位制への復帰が日米間
 の貿易を拡大し両者相互の利益を増進するとの
 見方がニューヨークでは支配的だった。

不況という国民に負担を強いる政策が選挙戦
 にとって好材料とは一般的には考えられなかっ
 た。しかし、民政党による金解禁キャンペーンは
 民衆にかなり浸透した。30年２月の金解禁を争

 点とする総選挙で、民政党は大勝した。民政党
 の議席数は100増加して273となり、これに対して
 野党政友会は237から174に減少した。少なくとも、

 政府の懸命な姿勢を、民衆は支持していた。



民衆の支持は、対支強硬外交
 に代って軍縮の実現に努める
 浜口内閣への支持でもあった。

 人々は、武力侵略よりは平和を
 希い、将来の経済繁栄のため

 にくぐりぬけなければならない
 試練に立ち向かおうとしていた。

しかし、そうした決意は、ロンド
 ン軍縮問題から生じた統帥権干

 犯問題によって政治的に揺さぶ
 られ、世界的な大恐慌の襲来に
 よって経済的には大打撃を受け
 て、実を結ぶことはなかった。

現代日本経済史2004

馬鹿いえ、

 ボーナスやサ

 ラリーがどうな

 るか知れたも

 んじゃない

暮らしよく

 なるそうで

 すわ

図版：東京大学・明治新聞雑誌文庫所蔵
解説文：武田晴人「帝国主義と民本主義」p.294

‡
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世界恐慌の波及
1929年10月24日、アメリカ・

 ニューヨークの株式市場が前例
 のない大暴落を引起こしたとき、
 ことの重大さに気付いていた人々

 はそう多くはなかった。

その日、アメリカ最大の金融集団
 の本拠であるモルガン商会にか

 けつけた有力銀行家たちは、短
 時間の会合の後、「取引所でほん

 のちょっとした困った売りがみら
 れた」（モルガン商会会長ラモント

 の言葉）などと楽観的な見通しを
 述べたと翌日のニューヨークタイ
 ムズは伝えている。

ニューヨーク・ウォール街の群集
（ウィキペディアより）
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しかし、事態はまもなくアメリカの経済が最悪の状態へと
 確実に転落しつつあることを示すようになった。

５日後の29日には株式市場は24日の「暗黒の木曜日」以
 上の大暴落を見せ、27年からのやや異常と思われた株

 式ブームはこうして破局を迎えた。
繁栄の1920年代を謳歌したアメリカは、これから４年以上

 にわたって深刻な恐慌に打ちのめされることになる。不
 況の影響は深刻でかつ広範囲にわたった。失業が増大
 し、賃金が引下げられ、生産活動も貿易活動も著しく低

 下した。32年3月の推計でアメリカの失業者数は1200万人
 前後を数えた。

アメリカの不況は、金本位制の下で世界各国に伝搬する。
 とくに、アメリカの資本輸出で支えられていたヨーロッパ

 の国々の打撃は大きく、以後累積的な悪循環へ。
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第一次大戦後の世界経済は、繁栄のアメリカから供給さ
 れる資金に支えられていた。膨大な賠償を抱えたドイツ

 をはじめ、戦争の痛手を脱却し得なかったヨーロッパ諸
 国、農産物の過剰・価格低下により国際収支の不安を高

 めていた第一次産品諸国などいずれもアメリカの対外投
 資を支えとしていた。

ニューヨークの証券市場での国債、株式等の発行によっ
 て資金をえていたこれらの国々への資金供給が、このア
 メリカの恐慌によりストップし、各国の経済状態は不安定
 さを増し、やがて互に足を引張り合うようにして大恐慌の
 どん底に沈んでいった。

31年9月に起こったオーストリアの中央銀行の破産をきっ
 かけとするヨーロッパの金融恐慌によって、このような大
 恐慌の世界的なひろがりは決定的となり、ついには再建
 金本位制に終止符を打つこととなった。世界経済は、

 1933年まで永く、広く、深い大恐慌に呻吟する。



恐慌期の国際比較

物価の下落が激しく、賃金
 や国民生産の変化は国に
 よる差がある。

物価下落が最も大きく且つ
 長期にわたったことが大恐
 慌の特徴。ただし、日本は
 相対的には軽微。

生産活動についても影響
 は小さいが、当時は深刻な

 問題となる。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

卸売物価

賃金

実質国民生産

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.166より引用



物価下落の比較
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡



工業生産指数の比較
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡



恐慌の日本への波及

世界恐慌の日本への波及
 は二つの経路で。

①直接には最大の対米輸
 出品の生糸の急減によって

②間接的には、アメリカの
 恐慌が東南アジア一次産
 品の輸出減をもたらし、こ
 れが購買力の低下から、日

 本の輸出減となることに
 よって。

そして、20年代後半から続
 く銀貨の下落がこれに拍車
 をかけた。

現代日本経済史2004
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日本 アメリカ

中国

東南アジア

生糸

綿糸布

ゴム・スズ

 などの一次

 産品

銀貨下落

恐慌



生糸の需給

生糸在庫が輸出港に30年
 初めから積み増されていく。

←価格の急落に対処する
 供給制限的な対応

しかし、恐慌による価格低
 下は止まらなかった。

現代日本経済史2004
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横浜・神

 戸の生糸

 在庫高

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.185より引用



生糸価格

1929年下半期から生
 糸価格は低落傾向と
 なる。

ニューヨークと横浜の
 相場は連動して下落

 していった。

このため製糸業の経
 営悪化、原料繭生産
 農家の採算悪化と波
 及。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

生糸価格の推移

ニューヨーク相場

横浜相場

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」
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製糸家の採算
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡
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製糸業の打撃

製糸家の採算は平均で見ると、

1929年 収入1297円、支出1389円、差額98円の赤
 字から

1930年
 
714円

 
737円、

 
赤字23円に

養蚕農家は、

繭価格が1929-30年に半値以下に、

採算は、大幅赤字に転落する。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
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1-7-4
 

昭和恐慌

事態の深刻さに気付いていなかったのは、日本でも同
 じであった。民政党の浜口内閣は、懸案であった金解禁
 政策の準備を着々と進めていた。

そのために全般に消費が落ち、景気後退が明白になっ
 ていたさなかに、ニューヨーク株式市場の大暴落が起

 こったが、アメリカの景気動向は生糸輸出などを通じて日
 本の輸出に大きな影響を与えるだけに注意すべき材料

 であった。
しかし、金解禁政策を推進していた井上大蔵大臣は、将

 来の発展のために緊縮が必要である事を説き、強気の
 姿勢を崩さなかったし、株式の暴落に対応してニューヨー

 ク連邦銀行をはじめとて欧米の中央銀行が金利を引き下
 げているのを「金解禁上の一大楽観材料」と特記するほ

 どであった。危険な兆候というより好ましい条件が増えた
 と評価。

危険に気づいている人は少なく、総選挙における民政党
 の大勝が示すように人々は金解禁政策へ期待していた。



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

しかし、結果は「荒れ狂う大暴風にむかって雨戸を開け
 放ったようなもの」

次第に悪化する世界経済の影響を受けて、日本も深刻
 な恐慌状態を呈する

まず、当時対米輸出の中心であり、外貨獲得の主役で
 あった生糸輸出の破綻を通して国際収支を圧迫し、

30年10月の米価の暴落とあいまって農村を不況のどん
 底に追いやった。生糸の価格は、29年12月の116円（10斤

 当たり）から31年には55円にまで50％以下に低下したが、
 この価格は24年の高値と比べると４分の１の水準であっ

 た。



米価も同じ時期に28円から
 16円弱へと４割以上も下

 がった。

１年あまりの間に物価は軒
 並み５割から６割の暴落。

物価の下落と需要の後退
 から、鉱工業生産は減少を

 余儀なくされ、失業が増大

不況の深刻化は社会的な
 不安・不満を高めていった。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

暴落開始は30年秋

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」
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p.191より引用



恐慌期の綿工業

1929年下半期から30年上
 半期にかけて価格の暴落、

 生産の急減。

30年下半期には業績は一
 時持ち直す。

←紡績連合会のカルテル
 活動

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」
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企業の利益率

30年下半期にかけて
 急落

特に商業部門の打撃
 が大きく、運輸・倉庫、
 製造業の順

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会
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事業活動
 指数は29
 年秋から、

賃金は30
 年初めか
 ら、

労働人員
 は事業活
 動指数に
 やや先行
 して減少

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

労働人員

事業活動指数

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」
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大量失業の時代

信頼できる失業統計はないが、
 労働市場は労働者に極端に不
 利化し、大量の解雇者が発生

 し、失業者あるいは帰農者が急
 増した。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」
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著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「無料宿泊所の失業者と求職運動」

の写真を省略させていただきます。



現代日本経済史2004
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テロの時代
世界大恐慌の襲来を予想することはほとんど不可能で

 あったろう。外的環境の激変にもかかわらず、金解禁政
 策に固執したことは事態を悪化させた。

しかし、それ以上に問題であったのは民政党が推進した
 一連の政策が、政党政治への批判を、軍部を中心として
 増大させたことであった。力で行き詰まりを打開しようと

 する動きが見えかくれし始めていた。

そうした動きは、すでに原敬の暗殺や、甘粕事件などに
 早くから現れていた。不況の深刻化は、そうしたテロリズ
 ムを容認するような基盤を広げていった。浜口首相への
 銃弾は、その象徴であった。大正デモクラシーと呼ばれ

 る政治的な民主化の動きに対して、「力こそ正義」といわ
 んばかりに、銃剣でことを決しようとする不気味な足音が
 近づいていた。人々はそれに余りに無警戒だった



現代日本経済史2004
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イギリスで金本位制が停止された31年9月、満州
 事変が勃発し、時代は大きく転換していくことに

 なる。
日本の金本位制の維持が困難であろうと判断し

 た有力銀行などは、金本位制停止の際に生じる
 であろう円の暴落による為替損失のカバーの必
 要から「円売ドル買い」の動きをみせ、政府の円
 為替維持政策と鋭く対立した。

• 「ドル買い事件」が発生、政府は三井などの財閥
 系銀行の行動を批判。これが、財閥批判の一つの
 要素になり、三井合名理事長団琢磨の暗殺につな
 がる

こうして金解禁政策の継続が困難になった民政
 党内閣は12月に総辞職に追込まれた。



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

イギリスで金本位制が停止された
 31年9月、満州事変が勃発し、時代
 は大きく転換していくことになる。

日本の金本位制の維持が困難で
 あろうと判断した有力銀行などは、
 金本位制停止の際に生じるであろ
 う円の暴落による為替損失のカ

 バーの必要から「円売ドル買い」の
 動きをみせ、政府の円為替維持政
 策と鋭く対立した。

• 「ドル買い事件」が発生、政府は

 三井などの財閥系銀行の行動を

 批判。これが、財閥批判の一つの

 要素になり、三井合名理事長団琢

 磨の暗殺につながる

こうして金解禁政策の継続が困難
 になった民政党内閣は12月に総辞
 職に追込まれた。

武田晴人「財閥の時代」

 

p.251

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「社会民衆党員の三井銀行来襲を報ずる新聞」

の写真を省略させていただきます。



恐慌過程で貿易が大幅に縮小した。その中で資本収支が悪
 化し、30年から32年にかけて大きな金額の金流出が発生し、
 正貨準備が失われた。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.206より引用
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政友会内閣への交替

政友会犬養内閣は、
①直ちに金本位制を停止し、
②円の暴落を放任するとともに、
③軍事費の増加などによる積極的な財政資金の散布によって需

 要の創出に努めた。

この政策は、円の切下げによって輸出拡大・輸入抑制が
 実現したことと、財政の有効需要創出とによって、不況の
 克服策としては効果をあげ、日本は32年には他の諸国に
 先駆けて恐慌からの回復過程を辿る。

しかし、他方で深刻な国内的、国際的な対立を生み出し
 ていくことにもなった。軍事費の増大は軍部の影響力を

 強め、軍部や右翼のテロが横行した。
その背景には、鉱工業生産の回復にもかかわらず、冷害

 による不作などもあって農村の不況がながびいたことが
 横たわっていた。借金に苦しむ農民たちのなかには娘の
 身売りや、夜逃げも少なくなかった。



昭和恐慌の特徴
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡



昭和恐慌の特徴

１９２９年末から３１
 年末までの２年間に

 急激な価格低下が
 生じたが、

企業はそれに対応
 した原価低下を進

 める。

化学、食品の分野
 では費用価格関係
 の悪化が見られた
 が、他の分野では
 原価低下が進む

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

販売価格と原価
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綿糸の採算 銅と石炭の採算

‡

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」
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市場価格の暴落に対する
 原価低減の基礎には、原
 材料価格の低下に加えて、

 労賃の低下が発生したこと
 が重要

労働市場は、労働人員も労
 賃も恐慌下で明白に反応し、

 賃金の下方硬直的な制約
 も小さくなった。

つまり、恐慌過程において、
 日本経済は数量的にも価

 格的にもかなり柔軟に、あ
 るいは市場経済的に反応し

 た

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」
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